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特 集 Ⅰ

国際的な視点から見たジェンダー研究の展開（その１）

韓国社会におけるジェンダー革命と少子化

―世界最低出生率の背後で何が起こっているのか―

笹 野 美佐恵＊

Ⅰ．はじめに

韓国社会は過去数十年の間に急速な変化を遂げ，西洋諸国が2世紀以上かけて経験した

近代化をわずか半世紀の間に成し遂げるという「圧縮的近代１）」を経験した．しかし，韓

国社会が短期間で実現させたのは近代化という経済成長だけではない．韓国社会は現在，

出生率もまた世界最速で低下している．韓国統計庁が2023年2月22日に発表した2022年の

出産・死亡統計（暫定）によると，2022年の合計特殊出生率は0.78であり，この数値は統
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本稿は，世界最低水準を記録している韓国社会における少子化の背景要因を理解するために，教

育達成，労働市場の変化，家族・女性政策という3つの側面に焦点を当て，コーホートおよびジェ

ンダー関係の変化に着目した分析を試みたものである．

まず教育達成の側面では，1990年代に女性の学歴水準が爆発的に上昇し，母親世代と娘世代の経

験するライフコースに革新的な変化が生じていた．次に労働市場においては，1997年のアジア通貨

危機以降，高学歴女性たちの労働市場参加が一気に進み，限られた椅子をめぐる男女間の競争が強

化されてきた．最後に家族・女性政策では，2001年の女性部設立以降，女性の地位向上を目的とし

た法整備が急速度で進んでいるということが明らかになった．

こうした一連の社会変化が圧縮的に生じた結果，男女間の対立が激化しただけでなく，若い女性

の抱く価値観と既存の保守的価値規範との間に大きなギャップが生じており，それが出生率低下に

拍車をかけていると考えられよう．

キーワード：ジェンダー関係，圧縮的近代，日韓少子化比較，ライフコース変化，教育達成

*茨城大学人文社会科学部

1）この概念を提供したChang（張慶燮）は韓国語で「圧縮的近代（� � ）」という表現を使っている

が，英語への翻訳過程で「compressedmodernity」を使用しているため，日本語訳では「圧縮された近代」

として使用されている場合が多いように見受けられる．本論文では，韓国語のニュアンスをそのまま生かして

「圧縮的近代」という訳語を採用する．



計を取り始めた1970年以降，過去最低を記録した．韓国の出生率は2018年からついに1を

下回り始め，以降2022年まで5年連続，過去最低記録を更新している．

欧米を中心とする既存研究では，出生率の低下についてジェンダー関係の変化を重要な

説明変数として捉え，性別役割分業と出生率の関係について理論化を試みている．そこで

は，家族（女性）にケア労働の責任を負わせる福祉体制や性別役割分業規範を背景に，女

性の労働市場参加が進まない点を東アジア社会における少子化の主要因であると指摘して

いる．今日，欧米を中心とする先進諸国では，女性の就業率の上昇が出生率低下を招いた

過去の状況から一転し，仕事と家庭のバランスが取れ，女性の社会進出が進んでいる国で

あるほど出生率が高いからだ．日韓比較をした既存研究においても，両国に共通する家族

主義的，もしくは儒教規範に基づく家父長的家族文化や，保守的な性別役割規範など，そ

の文化的・構造的共通要因から少子化との関連について説明されてきた．確かに日韓社会

は，現在でも女性の就業形態がいわゆるM字型を描いており，結婚や出産を契機として

労働市場を退出する女性が多いという構造的共通点が確認されるため，欧米社会に比べ女

性の社会進出が進んでいるとは言い難い．それは，日韓社会には根強いジェンダー不平

等/不均衡な役割規範があり，例え女性の就業意欲が高まったとしても，家庭内責任はもっ

ぱら女性に偏るため，仕事と家庭の両立が依然として難しいからだと言えるだろう．

しかし，以上のような理論的説明からは，日韓社会に共通する「出生率低下の背景」に

ついては説明することはできても，韓国社会の経験している「出生率低下の加速」につい

て説明することができない．なぜ韓国の出生率は，世界最速で世界最低水準にまで低下し

たのだろうか．韓国社会で今何が起こっているのだろうか．以上の研究関心に基づき，本

稿では，教育達成，労働市場の変化，家族・女性政策という3つの側面に着目し，それが

少子化とどのように関連しているのかをコーホートおよびジェンダー関係の変化に着目し

て分析していく．本稿が日韓比較という比較社会学的アプローチをとるのは，ある社会の

特徴は，他国との比較を通してより明瞭に評価することができるからである．その中でも

日本と韓国の比較は，有田（2016）の述べるように，巨視的には社会・経済・文化的構造

が類似していながらも，細部には多くの微妙かつ重要な相違点が内在しているため，互い

に看過され易い重要な要素を炙り出す上で有効な分析方法であると考えるからである．

Ⅱ．理論的背景

1． ジェンダー平等と出生率の関係

20世紀後半に起きた重要な社会変化の一つは，女性の役割変化であろう．わずか数十年

前まで，女性の主な役割は結婚して子どもを育てることであり，それは大多数の女性が経

験する当然のライフコースであった．家庭役割に専念する専業主婦から生涯雇用者（life-

timeemployment）へ，というライフコースの変化は，女性役割の根本的な変化である

と同時に，革命的な変化である（Goldin2006）．女性の労働市場進出という役割変化の初

期段階であった1970年代までの西欧諸国では，女性就業率の増加に伴い出生率が低下した
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ため，女性の就業は出生率低下を招くという「高就業－少子化」という理解がなされた．

しかし，21世紀に入ってからは，むしろ女性の社会進出が進んだ国において出生率が高い

という逆転現象が観察され始めた．今日では，「高就業－高出産」「低就業－低出産」とい

う枠組みで理解されるようになっている．今日，出生率が低い国の特徴は，女性の社会進

出が低調な家族主義国家であり（DallaZuannaandMicheli2004;Millsetal.2008;

Frejka,JonesandSardon2010;McDonald2009;Ochiai2011），南欧および日本や韓国

に代表される東アジア社会の少子化はこの枠組みから理解されてきた．

マクドナルド（McDonald2000a;2000b;2006）は，男女の役割変化と出生率との関係

をジェンダー平等の観点からの理論化を試みている．それによると，今日出生率の低い国

では，教育や労働といった個人レベルでのジェンダー平等（individual-orientedinstitu-

tions）は高い水準で達成したにもかかわらず，家庭内領域におけるジェンダー平等水準

（family-orientedinstitutions）が低く，このギャップこそが出生率の低下を招いている

という（McDonald2000a:438）．同様に，エスピン・アンデルセンおよびエスピン・ア

ンデルセンほか（Esping-Andersen2009;Esping-AndersenandBillari2015）もまた，

ジェンダー平等に着目しているが，そこではジェンダー平等の水準だけではなく，その均

衡状態に注意を払っている．以下，図1で性別役割分業と出生率の関係を確認してみよう．

性別役割分業と出産率の関係に着目した理論的枠組みに基づくと，「男性は仕事，女性

は家事育児」といった男女間の役割分業は，ベッカー（Becker1981）の述べている性別

分業モデルに基づくものであり，公的領域と私的領域のバランスの取れた状態（A）であ

る．この状態（A）は「ベッカー平衡（Beckerequilibrium）」とも呼ばれる「ジェンダー

平等な均衡（genderequalityequilibrium）」状態であるが，この均衡（A）から公私領

域における男女間の平等という別の均衡（C）へと向かう移行過程（B）において，女性
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出所：Esping-AndersenandBillari(2015)p.9〈Figure1〉
「SchematicFertilityTrendOverthe"FemaleRevolution"」より引用および筆者補足

図１ 性別役割分業と出産率の関係



の役割は二重負担という役割過多に晒されることなる．そのため（A）から（B）への移

行過程において出生率は低下するが，その後，男性の家事育児参加が進むと，男女の役割

分担は再びバランスを取り戻し，出生率は再び回復するという．ここで，女性が専業主婦

である「ベッカー平衡」（A）から家庭外進出の進む（B）へと移行する過程を「第一の

ジェンダー革命（thefirstgenderrevolution）」と呼び，その後男性の家庭内進出の進

むジェンダー平等（C）へと向かう過程を「第二のジェンダー革命（thesecondgender

revolution）」と呼んだ．つまり，ジェンダー革命の第1段階は，女性の生産活動領域へ

の参加が進行することによって，第2段階は男性の再生産活動領域への参加が増加するこ

とによって完了する（Goldscheider,BernhardtandLappegard2015）．

だが，未だかつて完全なるジェンダー平等を達成した国はない．今日の西洋社会におい

ても女性の賃労働への参加が有意に進展したのに比べ，男性の家事やケア労働領域参加へ

の参加は停滞している（England2010）．米国におけるジェンダー革命も1990年代以降停

滞しており，それは「未完の革命（incompleterevolution）」に終わっていると表現され

てきた（Esping-Andersen2009）．なぜなら女性の社会進出が進んでも，子供の世話をす

る主な担い手は女性であり，事実上，仕事と家庭の二交代制になっているからである．こ

のように女性が有給労働を終えた後，家庭で担う無報酬の労働は「セカンド・シフト

（secondshift）」とも表現され（Hochschild1989=2012），家事や料理，子どもの世話な

ど，家庭で行う労働はもっぱら女性に偏るという労働分配の不平等が「革命の停滞

（stalledrevolution）」を招いているとみなされている．そしてその理由として，母性と

結びついた強固な「ジェンダー本質主義（genderessentialism）」が維持されているため

であるという解釈がなされてきた（Cotter,etal.2011;BrintonandLee2016）．

日本と韓国の状況を鑑みると，女性の社会進出が未だM字型就労を描いており，結婚

や出産を契機に多くの女性が労働市場を退出しているが，M字の底は毎年少しずつ底上

げされていることから，男女間での役割分業（A）から女性の社会進出の進む（B）へと

向かう過程にあるため，出生率が低下していると捉えられる．だが，この理論によると，

日本以上に出生率の低い韓国の状況は，日本以上に女性の社会進出が進んだが故に男女の

役割がバランスを崩していると理解すべきであるが，実際にはM字型就労の底は日本以

上に深い．つまり日本以上に女性の社会進出が進んでいないにもかかわらず，日本以上に

出生率が低下し続けるという韓国社会の経験している少子化について，うまく説明できな

い．なぜ韓国は日本よりも女性の労働市場参加が低調であるのに，日本以上に少子化が進

むのだろうか．このように欧米を中心に展開されてきたジェンダー平等に着目した既存研

究においては，女性の労働市場参加率を軸に男女役割の平等/均衡状態と出生率の高低に

関する理論的仮説を提示しているが，社会全体の動向についての議論に留まっているため，

韓国の状況をうまく説明できない．

2． 第２次人口転換理論

Lesthaeghe（2010;2011）とVandeKaa（2001;2002）は，1960年以降，先進諸国を
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中心に人口置換水準以下にまで低下した出生率について，「個人主義（individualism）」

や「脱物質主義（post-materialis）」的価値観の拡散に着目し，「文化の変容（ideational

change）」にその原因を求めている．つまり，家族よりも個人を優先する価値観，自己実

現，世俗化，脱物質主義化といった後期近代的価値観の拡散が，避妊技術などの普及とと

もに晩婚化，出産率の低下，婚外子の増加，離婚の増加といった一連の家族変動をもたら

したというのだ．このような後期近代社会において広がる価値変容は，夫婦や子供に重き

を置かれた近代家族モデルからの離脱とも言える．ここでも重要なのは女性の生き方に変

化が訪れた点にあろう．男性は仕事，女性は家事育児といった性別に基づいた近代家族中

心的な生き方から，女性の経済的自立や家庭内領域外での自己実現を認め，家族よりも個

人を優先する生き方を選択できるようになり，結婚する女性，しない女性，子供を産む女

性，産まない女性，仕事を辞める女性，続ける女性など，女性のライフコースは多様化し

ていったのである．

それでは，東アジア社会における一連の家族変動もまた，「個人主義」や「脱物質主義」

への価値変動によってもたらされたものであろうか．筆者の答えは否である．東アジア社

会における家族の人口学的変化に着目すると，出生率は非常に低く，婚姻の減少と離婚の

増加は観察されるものの，同棲や婚外子はほとんど増加していないという点で西欧の経験

とは異なる．婚姻が脱制度化された西欧の経験とは異なり，東アジア社会では依然として，

婚姻と出産が家族形成の前提として根強く結びついている．そのため，東アジア社会にお

いて展開されている個人化は，家族主義的価値を維持したまま，形態のみ未婚化が進んで

いると指摘され（� ・� ・� 2010［イ・ミギョン，キム・ミジョン，チョ

ン・ヘウン 2010］），「個人主義なき個人化」（ChangandSong2010）と表現されたり，

「家族主義的個人化」などと表現されたりしてきた（落合 2013）．ウン・ギスは，アジア

社会には「アジア的家族価値」とも呼べる価値観が存在しており，それは「父系中心の家

族意識」「男性中心的」「上下垂直関係」などを特徴とする儒教的家族価値であると述べて

いる（� 2009［ウン・ギス 2009］）．そして，「保守的」「伝統的」家族価値として捉

えられるこのような一連の価値規範は，西欧社会の経験している脱近代的「個人主義」と

は対比されるものであると論じている（� ・� 2005［ウン・ギス，イ・ユンソ

ク 2005］）．

このように，西欧社会の経験した「ジェンダー平等」的，「個人主義」的価値の拡散と

は異なり，東アジア社会では家族主義的価値規範を共有しているため，東アジアの出生率

低下は「個人主義」ではなく「家族主義」という文脈から説明されてきた．そこでは，家

族主義と出生率は負の相関関係にあると論じられている．しかし，こうした「個人主義」

対「家族主義」をめぐる一連の論争は，「個人主義」化が進んでも少子化，「家族主義」が

強くても少子化という，いずれにおいても少子化を招くという理論的自己矛盾を孕んでい

る．従って，第2次人口転換理論に基づいた「個人主義」的価値観の拡散や，東アジア社

会に根強い「家族主義」文化という文脈から，少子化との関連を説明するのには限界があ

ると言えよう．
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さらに，第2次人口転換理論で重要視されている脱物質的な価値観への移行についても，

韓国では現在でもむしろ物質主義的価値が非常に強いことが指摘されている２）．今日の韓

国では，第2次人口転換において観察される価値観と第1次人口転換において観察される

価値観が混在した状態にある．それは，韓国社会があまりにも短期間で急速に「圧縮的近

代化」を実現したがゆえに，価値観もまた「圧縮的」に変化してきたため，前近代，近代，

後期近代的な価値観が混在しているからであろう．従って，西欧社会の経験と文脈に照ら

し合わせ，第2次人口転換への価値変動という文脈から，韓国社会の出生率低下を説明す

るのも限界がある．むしろ，この物質主義的価値観を強固に維持したまま，急速度で進行

する出生率の低下こそが，西洋社会の経験とは大きく異なる韓国特有の特徴であり，東ア

ジア社会における少子化を説明する理論的枠組みにおいて看過されてきた重要な側面では

ないだろうか．時間をかけて徐々に近代化を成し遂げ，皆が豊かさを共有したのちに脱物

質的価値観へと移行した欧米の経験とは異なり，まだ皆が豊かさを享受する前に後期近代

へと突入してしまった．それ故に，「物質主義を追求しながら脱家族化する」という特殊

な状況に置かれている．次章でその様相を追っていく．

Ⅲ．圧縮的近代

1． 圧縮的家族変動

韓国社会の急速な変化を理解するためには，「圧縮的近代」という概念を理解する必要

があろう．圧縮的近代という理論的枠組みを提示したChangによると，それは「経済的・

政治的・社会的・文化的変化が時間的・空間的に極めて凝縮された形で起こり，相互に異

質な歴史的・社会的要素がダイナミックに共存し，極めて複雑かつ流動的な社会システム

を構築・再構築する文明のあり方」のことを指す（Chang2017;Chang2022:19）．そし

てそれは，単に短期間のうちに経済成長を実現させただけでなく，晩婚化，非婚化，少子

化，離婚率の上昇といった一連の家族変動も圧縮的に引き起こした．時間をかけて段階的

に変化してきた西欧社会の経験とは異なり，こうした一連の変化が同時多発的に起きてい

るのが韓国社会の大きな特徴だといえよう．例えば，前例のない高い経済成長率，長い労

働時間と学業時間，同水準の豊かな社会では観察されることのない衝撃的な自殺率の高さ，

極低出生率など，韓国社会に関する各種統計が矛盾に満ちた形で共存しているのが良い例

であろう（Chang2022:180）．加えて，国民一人当たりの国内総生産も今日，日本と肩
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2）世界価値観調査データを利用し，1986-2015年の約30年間にわたる先進国と韓国の脱物質主義的価値観を比

較したチャン（2017）によると，韓国社会では過去30年間頑なに，微動だにせず物質主義的価値を維持してき

たという．彼が分析した世界価値観調査 5次資料の分析結果によると，韓国では強い物質主義的価値が55.06

％，弱い物質主義的価値が30.54％を占め，物質主義的価値が合計85.60％をも占めていることが報告されてい

る．強い物質主義的価値は，米国が20.87％，日本が24.95％，スウェーデンが5.07％，メキシコが19.51％であ

り，韓国において圧倒的に強い傾向にあることが明らかにされている（� ［チャン・ドクジン］2017:

309）．世界価値観調査 2-6次資料を分析したヤン・チョウ（2018）の研究においても，韓国の脱物質主義を導

いている要因は，物質主義を維持させている要因を凌駕することはないと結論づけられている（� ・

� ［ヤン・ヘマン，チョ・ヨンホ］2018）．



を並べているにもかかわらず３），高齢者の貧困率も自殺率と同様，OECD加盟国の中で群

を抜いて一位である．

このように，同時代に同一社会内で矛盾に満ちた各種指標が共存しているという現象は，

価値観や認識といった非物質的な領域においても同様に観察される．その端的な例が価値

観に現れる世代間差異であろう．急速度で変化する社会の速度を反映し，人々の価値観も

急速度で変化しているため，同じ国に住んでいる国民とは思えないほど価値観の違いが同

時代に共存している．ISSP（InternationalSocialSurveyProgramme）2012年のデー

タを分析し，日韓の家族価値変動を比較した笹野（� 2021）の研究においても，近

代化の変化の速度を反映し，韓国では価値観においてもダイナミックかつ複雑な変化が，

コーホートおよびジェンダー間で観察されることを明らかにしている．圧縮的近代化を経

験した人々は，異なる経済構造，社会関係，時代背景など，多様な社会・文化的環境にさ

らされるため，人々の意識や行動の多様性もまた偶発的に共存（accidentalplurarism）

するのである（Chang2010:14）．このように異なる時代に存在するはずの社会的要素が，

同時代に共存するという現象をドイツの哲学者ブロッホは「非同時性の同時性（the

contemporaneityoftheuncontemporary）」という矛盾した形容詞で表現したが（Bloch

1991），この「非同時性の同時性」こそ，圧縮的近代化を経験した現代の韓国社会の諸相

をうまく言い表している．

それではまず，出生率低下の背景要因を探る前に，日本と韓国の家族変動の違いについ

て，実態を把握しておこう．いつからどのような変化が起きているかを確認することで，

その背景要因として働いているジェンダー関係の変化を掴むことができるからだ．まず，

図2の出生率低下から見ていこう．
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3）IMF（国際通貨基金）によると，2021年現在，韓国の経済規模を示す名目GDPは世界第10位である．国民

一人当たりの経済活動レベルの指標となる一人当たりの国内総生産（GDP）も，2023年現在，日本と肩を並

べ両国ともに35,390ドル規模である（IMF2023）．

出所：OECD（2021）「fertilityrates(indicator)」より筆者作成

図２ 韓国社会の圧縮的出生率低下：1980-2021



韓国社会で少子化が社会問題として浮上するのは，2000年代に入ってからである．盧武

鉉政府の発足した2003年より少子化対策に乗り出し，2004年に委員会を発足，2005年に

「少子化・高齢社会基本法」を制定し，本格的に対策に乗り出した．図2から分かるよう

に，1980年時点の韓国は，他のOECD諸国よりも高い出生率を誇っていたが，2000年代

初頭にはすでに日本の出生率を下回り始め，2015年以降の出生率は加速度的に低下してい

る．それでは，同期間に年間出生児の数はどれほど減少したのだろうか．日本と比べてみ

たのが，次の表1である．

表1からは，1980年から2000年の間の出生児数の減少比と2000年から2021年の間の減少

比を確認することができる．1980年に比べて2000年の年間出生児数は，韓国で25.8％，日

本では24.5％とそれぞれ同水準の減少幅であるが，2000年から2020年にかけて韓国の年間

出生児数が加速度的に減少しているのがわかるだろう．2000年から2020年にかけての出生

児数は，日本では29.4％減少したのに対し，韓国では57.5％の減少と日本に比べ約2倍の

減少幅である．1980年から2021年までの変化を比較すると，日本でも過去40年間，年間出

生児数が約半減しているのに対し，韓国では約3分の1以下にまで減少したことが分かる．

日本では，合計出生率が人口置換水準を下回り始めてから2023年で半世紀が経過する．日

本の総人口のうち実に4割以上が少子化の時代に生まれた世代となるという長期的少子化

を経験している日本に比べ（岩澤 2015:86），韓国の経験している少子化は，非常に短期

間の間に急速度で進行している．

その他の人口動態指標も確認しておこう．個人が生涯の間に経験する重要なライフイベ

ントである婚姻や出産，および離婚や国際結婚の変化について，時系列で描いたグラフが

図3である．図3からは，日本に比べ韓国人の経験するライフコースが，過去半世紀の間

に実にダイナミックに変化してきたことがわかるだろう．落合は，韓国社会が「圧縮的近

代」を経験したとするならば，日本社会は「半圧縮近代」を経験したと理論化しているが

（落合 2013），圧縮と半圧縮という近代化速度の差は，出生率以外の人口学的指標におい

ても，変化の速度が見事に反映されている．1960年から2021年までの間，日本では出生率

が約2から1へと減少したのに対し，韓国では約6から1以下にまで減少している．日本

より低かった離婚率も1997年のアジア経済危機を機に急上昇し，以降現在まで日本以上に

高い水準となっている．婚姻率も2015年あたりまでは，日本よりも高い水準を維持してい

たのに対し，それ以降急速度で低下していることがわかる．婚姻の減少に代わって増加し

たのは国際結婚である．韓国では2000年以降，東南アジアから花嫁を迎える国際結婚が急
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表１ 年間出生児数の圧縮的減少：1980-2021

（単位:1,000人） （％）

1980 1990 2000 2010 2015 2020 2021 1980-20002000-20201980-2021

韓国 863.0 650.0 640.1 470.2 438.4 272.3 260.6 -25.8 -57.5 -69.8

日本 1576.9 1221.6 1190.5 1071.3 1005.7 840.8 811.6 -24.5 -29.4 -48.5

出所：日本は「厚生労働省人口動態統計」，韓国は「統計庁人口動態」よりそれぞれ筆者計算



増し，一時は全婚姻に占める15％水準にまで上昇，現在でも10組に1組を占めるまでに至っ

ている．

平均初婚年齢も1990年代以降，急速度で上昇している．1990年から2021年までの26年間

で，韓国女性の平均初婚年齢は24.8歳から31.8歳へと約7歳上昇したのに対し（韓国統計

庁人口動向調査 2021），日本の女性は同期間25.9歳から29.6歳へと約3歳上昇した（厚生

労働省人口動向調査 2021）．1955年の韓国女性の平均初婚年齢が20.5歳であったことを鑑

みると，過去半世紀の間に初婚年齢は約11歳も上昇したことになる．普遍婚規範の強い韓

国社会において，2000年以降，女性の未婚率が上昇していく様をチェ（� ［チェ・ソ

ンヨン］ 2020）は，韓国女性の「ライフコース革新」であると表現している．このよう

に，「圧縮された近代」は，同時代を生きる人々の人生経験に革新的な変化を生み出して

いる．韓国社会の経験した圧縮的近代は，ただ単に短期間に経済成長を実現させただけで

はなく，結婚・出生行動といった家族形成に関するさまざまな指標においても圧縮的変化

をもたらしてきたのである．

2． 圧縮的少子化対策

韓国における出生率はOECD加盟国の中でも最低水準であり，2013年より10年連続で

加盟国中，最も低い水準を記録している．韓国政府は少子化対策予算として2006年から

2021年までの間に約280兆ウォン（約28兆円）を投じており，2021年度には少子化対策分

野に46.7兆ウォン（約4兆7千億円）をも投入している（� ［イ・ホジュン］2023）．

しかし，こうした過去15年にもわたる膨大な予算投入にもかかわらず，韓国の出生率は加

速度的に低下を続けている．昨年2022年度の年間出生数は，ついに25万人を下回り，過去
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注：出生率は合計特殊出生率，離婚率は粗離婚率で表し，左軸で示した．
国際結婚率は全婚姻に占める国際結婚比率，婚姻率は粗婚姻率を表しており，右軸で示した．

出所：日本；出生率はOECDデータ，婚姻，国際結婚比率は厚生労働省人口動態調査より筆者計算
韓国；出生率はOECDデータ，婚姻，国際結婚比率は統計庁人口動態調査より筆者計算

図３ 家族変動の日韓比較：1960-2021



20年前で年間出生数は半数以下にまで激減した．

2000年代から少子化対策に乗り出した韓国政府は，2005年に「低出産・高齢社会基本法」

を制定し，5年ごとに基本計画を策定することを定めた．2021年からは第4次計画が始まっ

ている．韓国政府は，これまで主に保育料や養育手当に財政支援を拡大し，子育て支援サー

ビスのインフラ構築に注力してきた．また，女性のキャリア支援はもちろんのこと，男性

の育児参加を促す政策も進めてきた４）．2021年より始まった第4次計画では，出生率目標

値を明確に掲げていた第3次計画までとは異なり，若者たちの将来への不安を低減するな

ど社会構造自体を変革する必要があるとの考えから，個人の生活の質を向上させる戦略へ

と方向転換したことを謳っている．とは言うものの，韓国政府の本音は，これまでと同様

出生の奨励にあることも窺える．例えば，2023年1月には，羅卿�（ナ・ギョンウォン）

少子化・高齢社会委員会副委員長は，新婚夫婦の住宅ローンを低金利で貸し出すだけでな

く，少子化を克服したハンガリーに見習い，住宅ローンを帳消しにする法案を提案した．

だが，これまでの膨大な予算投入に対し一向に効果をあげない少子化対策への非難が集中

し，結局解任にまで追い込まれる事態となった．また，尹錫悦（ユン・ソンニョル）大統

領は2023年3月28日，大統領として7年ぶりに少子高齢化委員会に参加し，生後24ヶ月未

満の幼児入院治療費を全額無料化，新婚夫婦の住宅購入特例ローンの所得制限を7000万ウォ

ン以下から8500万ウォン（約700万円から850万円）以下に緩和すること，多子公共住宅入

居基準を3人から2人以上へと下方修正することなどを発表した（� ［チェ・ギョン

ウン］2023）．また同紙は，与党国民の力が少子化対策として男性が30歳以前に子供を3

人以上持つ場合，兵役を免除すると言う案を検討中であること，0歳から18歳まで毎月

100万ウォンの子供手当を支給するなどの案も検討中であることを報じている（�

［キム・ミョンイル］2023）．このような明示的な出生奨励政策がいくつも法案に上がって

くることからも，韓国政府の基本姿勢は出生率をいかに引き上げるかにフォーカスされて

おり，大統領自ら少子高齢化委員会へ参加し積極的に発言していることや，国会において

も人口減少特別委員会を開くなど，0.78という衝撃的な出生率に対し，喫緊の国家重要課

題として対策に乗り出している．

重要なのは，韓国政府が少子化問題に対して，2005年以降急速度で拡大してきた予算配

分，政策の拡充にもかかわらず，出生率はむしろ加速度的に減少しているという事実にあ

ろう．韓国政府のこれまでの支援が問題の本質をついたものではないという診断を下さざ

るを得ない．それはなぜだろうか．次の章で，2000年以降の韓国社会で起きている女性の

圧縮的ライフコース変動という側面に着目する．

―116―

4）本稿では少子化対策の内容を日本と比較することが目的ではないので，韓国政府のこれまで取り組んできた

少子化対策の内容については次の研究を参照されたい．第1次計画については金・張（2007），鈴木（2009），

裵（2012），第2次計画については韓・相馬（2016），第3次計画については相馬（2016），第4次計画では守

泉（2021）で詳細に論じられている．



Ⅳ． 圧縮的少子化の背景要因

1． 女性の圧縮的高学歴化：男性よりも高い教育水準の獲得

England（2010）は，米国におけるジェンダー革命がなぜ停滞し，完全なジェンダー平

等に至らないのかについて分析しているが，その中で次の5つの領域における男女差を重

要な指標として取り上げている．それは，1．教育達成，2．就業率，3．高等教育における専

攻分野，4．職業，5．所得の5つの指標である．特に，1の教育達成および3の専攻分野は，

労働市場に進入する際の職業選択における重要な資源として働くため，残りの3つの指標

の前提条件となる重要な側面である．従って，ただ単に男女間の高等教育「進学率」や

「就業率」を単純比較するだけでなく，職業に繋がるような分野に進学しているのか，そ

してその結果としてどのような職にどのくらい就いているのかなど，その「中身」まで見

ていくことが重要だ．

本稿でもこれらの指標を重要な側面として扱うが，その中でも女性のライフコースを劇

的に変化させた1の教育達成を最も重要な説明変数として着目する．図4は，親世代と子

世代の教育水準の差異を描いたものであり，左の図は母と娘世代，右の図は父親と息子世

代の高等教育履修水準の差を示している．

周知の通り今日の韓国では，大学進学率がOECD加盟国中，最も高い水準にあるが，

男性より女性の高等教育履修水準がより高い水準が続いている．ここで注目すべきは，韓

国の親世代の高等教育履修水準と子世代のそれとのギャップである．近代化に伴い多くの

先進諸国において，子世代の教育水準が親世代よりも上昇しているのは共通の現象である

が，韓国女性の教育水準の変化に着目する必要があろう．2021年，55歳から64歳にある親

世代は，1957－1966年出生コーホートである．朝鮮戦争を経験した当時の韓国は，世界最

貧民国家の一つであったため，限られた家計の財源の中から，娘よりも息子を優先させて

教育投資をしていた．しかしその後，経済成長とともに家計に余力が生まれてくると，平
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注：G20とインドのみ2020年データ，他は2021年データ．
出所：「OECDPopulationwithtertiaryeducation」より筆者再集計

図４ 圧縮的高学歴化の様相：親世代と子世代の高等教育履修水準の差



均2人の子供に対して，娘と息子の区別なく積極的に教育投資を行っていった．その結果，

今日の韓国における娘世代にあたる1987－1996年出生コーホートの高等教育履修水準は

75.6％と，親世代に当たる1957－1966年出生コーホートの18.8％に比べ，爆発的に教育水

準が上昇したのである．母娘間の高等教育履修水準の差は60％近くの開きがあり，息子世

代（63.5％）と父親世代（33.1％）の教育水準の差と比較しても，女性の世代差がより一

層大きい．後期近代における革命的な変化は，女性のライフコースが専業主婦から生涯労

働者へと役割が移行したことにあろうが（Goldin2006;Esping-Andersen2007），その前

提には女性の教育水準の上昇が欠かせない．高等教育を受けられず，結婚して出産し，家

事育児労働に献身することを期待された親世代とは異なり，高等教育を受けて，高い人的

資本を身につけ賃労働者として働くことになった娘世代のライフコースは，親世代とは革

新的に異なる軌道を辿ることとなる．既存研究では，韓国は日本に比べて男女の区別を強

調する儒教家父長的規範の浸透度がはるかに強く，日本よりも保守的な性別役割分業規範

を持つ社会であると診断されてきたが（瀬地山 1996;2017），教育の側面においてはすで

に男女の区別なく，というよりは息子以上に積極的に，娘の教育投資に励んできたのであ

る．

このように韓国社会は，過去30年の間に教育水準が他国に類を見ないほど爆発的に上昇

した．多くの既存研究で明らかにされてきたように，一般的に教育水準の上昇は価値観の

リベラル化をもたらす．同国内でこれほどまでに世代間における教育水準に開きがあるの

であれば，世代間の価値衝突も大きいだろうということは容易に想像できよう．教育期間

の長期化は，価値観の変化だけでなく，実際にライフコースにも大きな変化をもたらした．

具体的には晩婚化や晩産化，非婚化などである．同時に，女性の就業性格にも大きな変化

をもたらした．大企業での就労，専門職や高位職に就く女性の増加など，女性の経済力の

上昇も目を見張るものがある．その様相は次章で確認していく．

最後に，日韓ともに国家による公的支援が低い中で，子供が高学歴化するには親の支援

が必須条件になる．そのため，娘たちが教育達成を果たすためには，その前提として親世

代が娘に対する高等教育を受けさせようとする姿勢が不可欠である．韓国の大学進学率が

爆発的に上昇する少し前に調査された資料を見てみよう．韓国ギャラップ調査研究所の

1987年度調査５）の結果を見ると，韓国の親が他国の親よりも子供に高等教育を受けさせる

姿勢が強い面が窺える．ここで重要なのは，1980年代にすでに条件さえ揃えば，娘

（81.2％）にも息子（88.3％）と同等に高い高等教育を受けさせる姿勢を持っていたとい
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5）1987年に実施された韓国ギャラップ調査研究所（SouthKoreaSurvey(Gallup)PollsLimited）の調査結果

はBrinton（2001）のpp.139，Table5.1「mother'suniversityaspirationsforsonsanddaughters」を参

照している．このデータは1982年に，日本の内閣府が日本，米国，スウェーデン，西ドイツ，英国について調

査したものであり，息子や娘に大学以上の教育水準を期待する親の割合を示すものである．調査対象者は，各

国1，200人ずつの既婚女性であり，後に韓国ギャラップ調査研究所が1987年に韓国の既婚女性について調査し

たものを追加し，公開されたデータである．この調査結果によると，息子と娘に対して高等教育履修を期待す

る親は，韓国では息子88.3％，娘81.2％，日本では息子73.0％，娘27.7％，アメリカでは息子68.9％，娘65.8％，

スウェーデンでは息子31.3％，娘30.8％，西ドイツでは息子19.6％，娘14.3％，イギリスでは息子48.1％，娘

44.1％であった．1980年代の韓国ですでに息子と娘に対しての期待値がほとんど変わらないのに対し，日本の

息子と娘に対する期待値の差異が45.3％と，両国における親の教育態度の差が際立つ調査結果となっている．



う点にある．階層間の同質婚，すなわち教育水準による差別的な婚姻市場が韓国社会の重

要な特徴であったため（Lee2001;Park1991），女性の教育水準が労働市場参加に直結し

なかった時代から，韓国では娘に高い教育水準を期待していた．韓国の親は，たとえ社会

活動を通じた正当な職業的補償を受けられなくとも，息子の教育に劣らず娘の教育に積極

的に投資してきたのである（� ［チャン・ギョンソプ］2009:254）．

このように早くから息子に劣らず娘にも投資した教育という人的資本が，1997年に経済

危機を迎え，女性の労働市場参加が求められるにつれ，結婚市場での資源として働くので

はなく，男性と対等な競争相手へと変化していったのである．アジア5都市の親に息子と

娘への期待教育水準を聞いた同様の調査をベネッセが2005年度に行なっているが，この調

査でも，ソウルに住む親の娘への教育期待水準は息子と差が見られないだけでなく，娘に

して大学（41.1％）よりも大学院（43.8％）までの進学を期待する親が増えていた．同調

査で東京の親の抱く息子（79.0％）と娘（53.4％）に対する大学教育の期待水準には大き

な差が確認されるだけでなく，娘を大学院まで進学させたい親はわずか1.4％に過ぎなかっ

た（ベネッセ教育総合研究所 2005）．このように長期に渡り，日韓の親の間には，娘の教

育投資への姿勢に大きな違いがあったことが確認できよう．

こうした親の教育態度の違いは，娘の教育達成にどのような違いをもたらすのだろうか．

その国で最高の学閥，すなわち最高の教育を受ける女性の割合は，指導的立場にある人材

を育成するという観点から重要な象徴である．ソウル大学の女子学生の割合を見てみると，

1999年に30％を超え，2007年に40％を超えた後，以後安定的に40％前後を維持している

（� ［パク・ジヒョン］2019）．韓国の大学進学率は1990年以降爆発的に上昇し，1990

年に男女ともに30％ほどであった大学進学率は，2000年には女性65.4％，男性70.4％を記

録，2008年に女性83.5％，男性84.0％というピークを迎えたのち，それ以降今日まで，女

性の大学進学率が男性の大学進学率を上回っている．ソウル大学へ進学する女性の割合が

上昇するのも大学進学率上昇と時を同じくしており，女性も男性同様エリート教育への学

歴闘争に参加してきたことが読み取れる．周知の通り，東京大学の女学生数が20％を超え

たことがない日本の状況とは対照的である．

ソウル大学における専攻別の女学生比率を2015年のデータで確認してみると，自然科学

大学21.5％，工科大学16.6％，経営大学28.5％では，女子学生の割合が非常に低い．しか

し，残りの農業生命科学大学39.6％，社会科学大学45.0％，師範大学49.3％では，男女差

がほぼなくなっている．さらに，専門職につながる獣医科大学57.1％，薬学大学58.5％，

医科大学38.5％では，女子学生の割合がかなり高い．女性の教育自体は結婚市場で有利に

働くが，「過度な高学歴（overeducated）」は結婚市場で懸念されるという指摘（Brinton

1990）は，韓国においてはもはや過去の話であろう．

教育アスピレーションは性役割分業意識と密接に関連している（金 2002）．その社会に

内在する文化，隠れたカリキュラム，親の養育態度，そのすべての結果が，女性の教育達

成に反映される．韓国ではすでに子供数が減っている少子化世代の子供たちに，親世代が

息子と娘の区別なく行った積極的な教育投資の結果として，若い女性の教育水準が（その
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母世代より）画期的に高まっており，彼女らの積極的な社会活動および自己実現としての

労働市場への参加は，すでに普遍的価値を成しているのである（� ［チャン・ギョン

ソプ］2018:230）．それでは，高等教育を受け，高い人的資本を身につけた若い女性たち

の労働市場参加の様相を追っていこう．

2． 経済危機と労働市場の変化：男女間での椅子取りゲーム

現在，年齢別女性就業率を見た際，M字型を描く国は，先進国で日本と韓国しかない．

これは日韓女性のほとんどが結婚前には仕事に就くが，結婚や出産をきっかけに仕事を辞

め，子供がある程度成長した後に再び労働市場に戻るというライフコースを歩んでいるこ

とを示している．両国ではこのように，性別による役割分業に基づいたライフコースが定

着していることから，国際比較研究では「家族主義」福祉モデルとして分類されてきた．

それは，男性を経済的責任，女性を家族ケア責任の担い手とする性役割分業が維持されて

いること，高齢者と子どもとの同居率が高く，人々の福祉が家族関係の中で形成されると

いう規範が強いこと，企業の職員とその家族に対する福利厚生が手厚いことなどを特徴と

する（Esping-Andersen1999=2001;岩井 2013より再引用）．岩井はここに教育費が家計

に大きく依存しているという点も加えることができると論じている．このような社会では，

家庭における夫の家事負担率が非常に低く，育児責任も母親の役割とみなす強い社会規範

が存在する．

1980年から今日までの女性労働市場参加率を日韓比較してみると，過去約40年にかけて

両国とも女性就業率は上昇しているが，女性就業率自体は韓国の方が低く，M字の底も

日本よりも深い．既存の国際比較研究では，女性の経済活動参加「率」を重要な指標とし

て扱い，出産率との関係について分析してきた．今日では，女性の経済活動参加率が高い

国で出生率の回復が観察されるため（BrewsterandRindfuss2000;Engelhardt,K�ogel

andPrskawetz2004），女性の経済活動参加が遅れている社会において，出産率が低いと

論じられてきた．しかし，筆者は女性がその社会において，どのような位置でどのような

仕事に就いているのか，就業率という「量」よりも仕事の「質」を重要な指標として扱う

必要があると考える．男性より劣悪な条件や環境で，量的に女性「就職率」が高いことよ

りも，指導的立場にある女性比率や社会経済的地位の高い職種への進出割合，そして安定

した正規雇用にある女性比率といった質的な指標を見るほうが，その社会の女性の置かれ

ている地位を把握できると考えるからである．

ジョン（2011）は，「韓国の雇用体制の性格をより正確に理解するためには，類似点の

多い日本との比較が有効だ」と述べ，1990年代の経済危機以降最近まで，韓国と日本の正

規職雇用慣行の変化を分析している．その研究結果によると，経済危機以後「日本では長

期雇用慣行が維持されたのに対し，韓国では，非自発的雇用調整が増加し，勤労者の雇用

安定性が悪化した」と言う（� ［ジョン・イファン］2011:52-55）．韓国では経済危

機以降，男性の雇用が不安定化した（� ［ジョン・ファン］2013;Kwon2015）とい

う見方が一般的だ．もちろん日本国内でも経済危機以後，中年を中心に役員削減など構造
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調整を実施した（小越 2006;濱口 2014）．しかし，日本は経済危機以降も日本型雇用体

制を維持してきたという見解が一般的であろう（大竹 2001;Song2014;Vogel2006）．

経済危機以後，日本では経路依存的に終身雇用慣行を維持し，男性の雇用を守ってきたの

に対し，韓国では経済危機以前も長期雇用慣行自体が制度化されていなかった．そうした

状況の中，経済危機を機とした男女平等意識の高揚を背景として，女性の労働市場への参

入が一気に加速していったのである．

経済危機以後の日本と韓国の労働市場変化をジェンダーの視点で分析した Song

（2014）の研究においても，韓国は正規職，非正規職，男性，女性を含むすべての労働者

を再構造調整したのに対し，日本は内部労働者を保護しながら外部労働者を再構造調整し

たと結論づけられている．韓国は日本とは異なり，男性という理由で雇用の安定性を保護

されることはなかったのである．現在でも韓国の労働市場は性別職業分離が明確で，相対

的に女性が低い位置に置かれているのは確かであるが，若い世代の高学歴化と経済危機以

後の男性の不安定化が同時進行した．その結果，現在の女性労働市場参加は，ホ（2013）

の表現を借りれば「高学歴・低年齢女性の上層進入と同時に，低学歴・高年齢既婚女性の

下層進入」が同時に進んだのである（� ［ホ・ウン］2013）．イ（2020）は，韓国労働

パネル調査データを用いて，過去20年間の韓国人の労働履歴をコーホートとジェンダーに

着目し，その変化を綿密に分析した上で，1976－1984年出生コーホートを「男女格差の縮

小世代」であると結論づけている（� ［イ・サンジク］2020）．この世代は，高等教

育の履修水準において男女差がなくなった世代であり，女性内部の異質性が拡大していっ

たという．そのため，この世代を一言で表すと「性別の違いよりも教育水準による違い」

の方が重要な変数として作用し，ジェンダー内部での階層化が進んだことを明らかにして

いる．つまり，1970年代後半生まれ以降の若者が経験しているのは，「ジェンダー社会か

ら階層社会」への移行であり，この世代から女性の労働市場からの離脱も減少し，大企業

へ正規職で参入する際の性差も大幅に縮小，中小企業への参入においては男女差が全くな

くなったという変化を実証している．

さらに，韓国では男性に家計の扶養責任を期待しているにもかかわらず，実際に長期雇

用に基づいた安定的な扶養責任を果たせる男性はそもそも非常に限られており，高度成長

期においてですら，常に不安定な労働環境に置かれていたことも明らかにされている

（� ・� ［チェ・ソンヨン，チャン・ギョンソプ］2012）．妻の収入が世帯収入の

不平等に寄与する効果を分析したShinandKong（2015）の研究でも，韓国では妻の収

入が，世帯収入の不平等を拡大させることを明らかにしている．それに対し打越（2018）

は，日本における妻の就業は，世帯収入の不平等拡大に寄与しないことを実証している．

つまり，韓国では女性の労働市場参加が世帯間格差を拡大させているのに対し，日本では

女性の就労は家計経済に補助的に寄与するため，むしろ世帯間の所得格差を緩和させてい

ると言うのである．こうした一連の研究結果からは，韓国では若い世代を中心に，ジェン

ダー格差が急速度で縮小傾向にあること，そして妻の家計への寄与度が日本以上に大きい

ということがわかる．

―121―



さらに，働いているかいないかを問う女性就職「率」ではなく，どのような立場で働い

ているのかという女性就業の「質」を比較してみると，日本と韓国の状況が逆転する点に

ついても着目する必要があろう．

まず，日韓の女性就業率を比較した図5の左側をみると，先にも言及した通り，韓国よ

りも日本の方がその比率は高い．しかし，働く女性のうち，正規職として働く女性の比率

を比較した図5の右側を見ると，その状況は逆転する．さらに，正規職で働いている女性

の比率を比較した際にはM字は消え，韓国では30代の可妊期にある女性の就業率がむし

ろ高くなっている．女性の正規雇用率を時系列変化で比較してみると，日本でも2002年か

ら2022年にかけて家族形成期にある30代の正規雇用率が54.5％から59.5へと5％ほど上昇

しているが，20代をピークに右肩下がりであるのに変化は見られない（総務省統計局「労

働力調査」各年度）．一方，韓国では2003年に20代がピークを迎えた正規雇用率が2010年

以降，そのピークが30代へと移行し，2003年から2022年にかけて30代の正規雇用率は61.7

％から71.1％と10％も上昇しており，過去約20年の間に正規職で働く女性の労働市場離脱

が顕著に減少したことが確認できる（韓国統計庁「勤労形態別就業者」各年度）．これは，

正規職として働く女性が出産時期にも出産休暇を利用して就業を維持しているか，あるい

は出産をしない女性が増加したためであるという両方の解釈が可能であろうが，重要なの

は，韓国女性の「労働市場参加率」は日本よりも低いが，「正規雇用」で働く女性は日本

よりも多く，その数も確実に増加しているという事実にあろう．日本の女性の労働市場参

加が増加したのは，非正規雇用で働く女性が増加したのであり，「働いている女性の増加＝

男女平等の進展」であると単純に捉えることはできない．韓国の若い世代において男女差

別が急速に縮小しているという変化を無視し，「女性就業率」の高低を用いて「日本より
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注：日本の正規雇用率は，年齢別雇用者（役員を除く）に占める正規の職員・従業員人口の比率を指し，
韓国の正規雇用率は，年齢別賃金勤労者に占める正規職人口の比率を指す．

出所：左：韓国統計庁「経済活動人口調査」，日本総務省統計局「労働力調査」
右：韓国統計庁「性・年齢別勤労形態別就業者」，日本総務省統計局「労働力調査」より筆者計算

図５ 年齢別女性就業率と年齢別女性正規雇用率の日韓比較（2022）



も男女平等が進んでいない国」であると評価するのは，社会全体の一側面だけを見て全体

を論じようとすることによって生じる過大な一般化である．

最後に，ただ単に正規雇用として働く女性が増加しただけではなく，生涯雇用を目指し

た専門職への進出も著しい点についても言及しておこう．韓国では2000年以降，女性の司

法分野への進出が急速度で進んでおり，弁護士試験合格者の女性割合は2010年から40％以

上を占めて以来，年々上昇している．医師に占める女性比率も，2018年には25％を超えて

おり，日本の約20％よりも高い水準にある．これは先に見たように，日本の母親世代が韓

国よりはるかに高等教育を受けているのに比べ，韓国の母親世代はわずか18.8％しか大学

に行くことができなかった．こうした点を考慮したうえで，全世代を含めた女性全体の医

師比率であるこの数字は，若い世代においていかに急速度で医療分野への進出が活発なの

かが分かるであろう．そもそも，韓国で大学進学が大衆化した1990年代以前の1980年にお

いてもすでに医師，歯科医師，薬剤師のすべての割合は日本より高かった（韓国：保健福

祉部「保健福祉統計年報」各年度；日本：厚生労働省統計局「医師・歯科医師・薬剤師統

計」各年度）．そして，外交官候補者試験合格者に占める女性割合は，2007年以降すでに

7割近くを占めており，成績順だけで採用すると女性ばかりになってしまう分野が増えて

いる．こうした大企業や専門職分野における女性の進出が活発である一方で，若者の就職

自体は厳しい状況にあるため，男性たちの間で危機意識が拡大していることも容易に想像

がつくであろう．今日の韓国では，女性は男性の保護する対象ではなく，生存のために競

争しなければならない対等な競争相手として浮上したのである．

3． 家族・女性政策の圧縮的進展：女性運動と家族・女性政策の展開

ここでは，韓国がどのような家族政策および女性政策を展開し，今日，女性の社会経済

的地位を向上させてきたのか，すなわちジェンダー平等に近づいてきたのかについて，国

の政策を中心に見ていく．分析に先立って，マクロなデータで韓国と日本の女性が置かれ

ている社会的地位を確認しておこう．世界経済フォーラム（WorldEconomicForum）

が発表した「グローバル・ジェンダーギャップ・リポート（GlobalGenderGapReport）」

を見ると，2018年での調査では，調査対象国149カ国のうち日本が110位（0.662点），韓国

が115位（0.657点）と，両国とも男女平等な社会から遠いことが分かる．この調査の測定

している世界性別差指数（theglobalgendergapindex）では，経済市場への参加と機

会（economicparticipationandopportunity），教育成就（educationalattainment），

健康と寿命（healthandsurvival），政治エンパワーメント（politicalempowerment）

の4つの側面で男女差を測定・評価している．注目に値するのは，韓国の順位が2022年

146カ国のうち99位（0.689点）へと上昇したのに対し，日本は116位（0.650点）へと順位

が下落しており，両国の順位が逆転している点にある．韓国が日本を追い越したのは2020

年からで，急速度で順位を上げている．韓国の年配世代の女性が高等教育を受けられなかっ

た点を考慮すると，全世代を含めた女性全体の平均を反映したこの調査の結果からは，若

い世代でいかに男女平等が急速度で進んでいるかがわかるだろう．特に韓国と日本の差が
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大きく現れた分野は，政治エンパワーメントの分野である．国の政策を決定する場におけ

る男女平等がどれだけ進んでいるかは，女性のための政策推進を進める上で極めて重要で

ある．それでは2000年度以降の韓国で，急速度に進んでいった女性政策の展開過程を見て

いこう．

韓国における女性政策の展開は，単に政府が一方的に推進したものではない．男女平等

は女性の人権問題であるとの認識があり，民主化以後，長い間続いた女性運動の結実が法

的改正に動いた歴史の産物である．韓国における家族政策は，家族法改正の歴史から始まっ

ている．1957年に民法が改正されて以来，1960年代，1970年代，1980年代にかけて家族法

改正運動が収束したことはない（� ［ヤン・ヒョナ］2011）．その核心は，日本の植

民地時代に導入された戸主制度の廃止運動であり，韓国初の民法案が用意された1950年代

からすでに始まっていた．戸主制廃止運動には，50年余りの韓国における家族法改正運動

の歴史がそのまま集約されている（� ［ヤン・ヒョナ］2011:313）．

長い間，女性を家父長的システムの中に抑圧してきた戸主制度は，女性運動の絶え間な

い闘争の末，2005年についに廃止が決定された．戸主制度廃止以後，2008年には「家族関

係登録法」が施行され，戸主ではなく，成人個人を基準にその人の配偶者，その人の直系

血族および兄弟姉妹を示す公的文書へ変更された．こうして民主化以降，女性たちが声を

上げ続けてきた結果，金大中政権期に，政府機関として女性に関する政策を専門的に取り

扱う「女性部」が2001年に発足された（2010年から「女性家族部」に名称変更）．その設

立においては，金大中大統領の妻であるイ・フィホ（� ）が女性民主運動家として活

動していた第一世代のフェミニストであり，女性部設立に関して決定的な働きかけをした

という背景がある．「女性部」の設立以降，政策決定の場への女性参加を画期的に増加さ

せたことも，女性の地位向上に重要な役割を果たしている．金大中大統領は，地方議会と

国会に女性クオータ制を導入することで，女性議員数を大幅に増加させ，女性部にフェミ

ニスト活動家を官僚として受け入れたのである．金大中大統領の進めた一連の制度改革は，

次期盧武鉉政権が女性政策を拡大する過程で重要な制度的基礎となった．盧武鉉大統領は，

少子化問題と家族の構造的変化に対応するために，女性の労働参加を増加させることと育

児およびケア問題を解決させることを喫緊の課題として扱った．金大中大統領が導入し，

盧武鉉大統領が強化させたクオータ制の導入により，女性議員の割合がどれだけ増加した

のかを見てみよう．

2003年以前までの韓国では，国会議員に占める女性議員の割合が日本よりも低かった．

女性議員の割合は，2000年当時は5.9％に過ぎなかったが，制度が導入された2004年には

13.0％と約2倍も増加した．クオータ制度の導入によって，韓国の女性議員の割合は，

1996年の3.0％から2016年には17.0％にまで大幅に上昇した．女性の政策を提案するのは，

女性によるのが一般的であるため（Sawer2002:8-9），女性の政治参加，特に女性国会議

員の増加は，女性政策が発展する方向へ導く原動力となる（BonoliandRober2010:102）．

一度形成された制度は経路依存的に維持されるため，盧武鉉大統領以後の保守政権におい

ても，女性政策は次々に展開されていった．例えば，戸主制度廃止に先立ち，軍加算点制
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度と言う優遇措置の廃止（2001年），離婚後女性の再婚を6ヶ月禁止していた家族法の改

正（2005年），姦通罪の廃止（2015年），女性暴力防止基本法の成立（2018年），13歳から

16歳へ性交同意年齢の引き上げ（2020年），女性の自己決定権として堕胎の法的容認

（2021年）など，女性の政策決定への参与が増すことにより，韓国女性の法的地位は大き

く向上していった．

このように2000年代に入ってから，急速に女性の社会経済的地位が向上していく一方で，

新自由主義的無限競争に巻き込まれた男性たちは危機感を抱き，女性運動へ反発するよう

になっていった（� ［カン・ジュンマン］2018a）．2000年以降のバックラッシュ

（backlash），若い男女の対立していく様相については，カンのまとめた「疎通するフェ

ミニズム:韓国フェミニズム論争史，2008-2018(1)-(3)」に詳しい（� ［カン・ジュン

マン］2018a;2018b;2018c）．カンは，オンラインコミュニティが発達した韓国で，2010

年に開設された極右志向の嫌悪専門サイト「日刊ベスト貯蔵所（略して「イルベ」）」の登

場がフェミニストへの嫌悪を10代にまで拡散させたと指摘している．以後，男女の葛藤は

コミュニティサイト「メガリア６）」の登場により，ますます拡大していった．女性の権利

が向上していく様を目の当たりにした若い男性たちが，相対的剥奪感を感じるようになっ

たのは，労働市場の変化でも述べた通り，同世代内での格差が広がる中で，性差よりも教

育歴の差による格差が拡大しているため，既得権益層でないこの世代の男性たちが，男性

が優位な立場にあったという実感が得られないからであろう．

2010年以降オンライン上で繰り広げられていた男女の葛藤は，2016年5月に起きたカン

ナム駅無差別殺人事件をきっかけに高揚した．カンナム駅周辺の雑居ビルで，男女共用ト

イレに隠れていた男性が面識のない女性を刃物で刺殺し，「女性であれば誰でもよかった」

と供述した．この事件後，連日カンナム駅に多くの女性たちが集まり，被害者のための追

悼と連帯の意を示す無数のポストイットが貼られ，やがてそれは女性運動へと発展していっ

た．2010年代の韓国では，オンライン上でのデジタル性犯罪も横行しており，社会の隅々

に潜む日常の女性嫌悪に脅威を抱いていた女性たちが，カンナム駅無差別殺人事件をきっ

かけに声を上げ始めたのである（緒方 2022）．この事件後の2016年に出版され，100万部

のベストセラーとなった『82年生まれ，キム・ジヨン』が，女性たちの間で瞬く間に支持

を得る一方，20代を中心とした男性の間では，反発の声も広がっていった．世代間格差だ

けでなく，世代内での不平等の広がる中，高い学歴水準を身につけ専門職や高位職への進

出が活発な同世代の女性を前に，女性よりも不利な立場にあると感じている若い男性たち

は反感を募らせていったのである．

こうした社会雰囲気の中，2018年1月，徐志賢（ソ・ジヒョン［� ］）検事の告発
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6）「メガリア（Megalia）」は韓国のコミュニティサイトで，女性嫌悪をそのまま相手の男性に返すという「ミ

ラーリング」を社会運動戦略として使用したことで，注目を集めた．女性蔑視表現をそのまま男性に当てはめ

るという形で反撃するミラーリング手法によって，本来女性たちに向けられた批難や攻撃が男性に向けられた

ものへと姿を変え，ネット上には互いに攻撃的な表現が氾濫していった．本来ミラーリングは，相手の立場に

なって考えられない人に対し，気づきのきっかけを与える手法であったが，多くの男性がそのミラーリングを

単に男性への攻撃や嫌悪であると受け止めた．その結果，若い男性を中心にフェミニストに反感を抱く人たち

が増加していった．



が起爆剤となり，全国民の関心を高めながら爆発的に広がっていった#MeToo運動は，

男女間の葛藤をさらに拡大させた．ソ・ジヒョン検事の勇気ある告発ののち，立て続けに

声を上げ始めた女性たちによって繰り広げられた韓国の#MeToo運動は，数え切れない

ほど多くの分野で同様の告発や公的証言が相次いだ．安熙正（� ［アン・ヒジョン］）

忠清南道知事の性的暴行，韓国を代表するノーベル文学賞候補だったコ・ウン（� ）の

数十年間にわたる常習的なセクハラ暴露，呉巨敦（� ［オ・ゴドン］）釜山市長の性

的暴行事件，朴元淳（� ［パク・ウォンスン］）ソウル市長のセクハラ告発とそれに

よる自殺など，一般市民だけでなく名誉や権力のある公人まで引きずり下ろす激しい運動

であった．

このような2010年あたりから若者たちの間で加熱した男女間の対立の様相は，2022年3

月の大統領選挙においても如実に現れた．2021年，保守勢力を代表する政党国民の力から

大統領候補として出馬した尹錫悦は，「女性部」の廃止を提言し，若い男性を中心にした

アンチフェミニズム層から支持を得たと言われている．選挙結果においては，他の世代で

は世代別に支持政党が異なる結果になったのに対し，20代の男女の間でのみ，男性では保

守派「国民の力」を支持し（58.7％），女性は進歩派「共に民主党」を支持（58.0％）す

るという男女間の分断が露呈された（国立立法調査所 2022）．もちろん，支持を分けたの

は男女の葛藤だけではないが，重要な変数として働いたと多数のメディアで報じられてい

る．

Ⅴ．結語

これまで見てきたように，2000年以降の韓国では，「女性の教育達成」「男性労働の不安

定化と女性の労働市場進出」「女性政策の飛躍的進展」といったダイナミックな社会変化

が，同時進行で一気に進んだ．一連の社会変動が，段階を踏んで徐々に展開されたのでは

なく，圧縮的に進展していったが故に，社会全体の保守的な社会規範と若い女性の間で広

がるリベラルな価値規範との間の摩擦・葛藤が大きく，出生率低下に拍車をかけていると

解釈できよう．今日の韓国で起きているジェンダー革命は，圧縮的に高学歴化した若い世

代の女性たちの間で起きた革命的なライフコース変化によって引き起こされている．

問題は，このような急激な変化が一部の若い世代の女性を中心に起きている革命的な変

化であり，従来世代の価値観や既存の社会および職場の文化自体は，変化の速度が遅いた

め，若い女性の志向している理想のライフコースと家族形成を通して予想される現実のラ

イフコースとの間の摩擦・葛藤が非常に大きいという点にある．このギャップが大きい社

会であればあるほど，保守的な社会制度や価値規範との間に齟齬をきたすため，最初から

結婚や出産を先送りにするか見送るという戦略をとるようになろう．特に，今の若者は，

親世代の積極的教育投資の結果，幼い頃からより良い学校，より良い職を手に入れるため

の激しい受験戦争をくぐり抜けてきた世代である．そこには常に献身的な母親の支えがあ

り，自らもその期待に応えようと努力を続けてきた．子供の教育責任者を全うする母親の
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姿を間近で見て育った高学歴女性たちにとって，子供を持つことによって課される母親の

重い責任と献身的な役割は，もはや魅力的な選択肢ではないだろう．高い教育と人的資本

を身につけ，母親世代とは異なる機会を得たことで，従来の母親とは異なる役割や期待を

抱いているからだ．今日の韓国では，物質主義的価値観の蔓延する社会雰囲気の中，高学

歴女性たちを中心に子育てよりも自分自身のキャリアや成長，そして消費活動に時間とお

金，そしてエネルギーを投資したい人が増えている．そのうえ，女性にも家計経済への寄

与責任を求めるようになったにもかかわらず，子育てや教育責任者としての母親役割には

変化が起きていないため，出産することによって課される強度な自己犠牲の強いられる生

き方は選択されなくなっている．このように，脱物質主義的価値観が拡散し出産率が低下

した西欧社会の経験とは異なり，韓国社会では，物質主義的価値観が蔓延する中で出産忌

避が起きている．

したがって，韓国政府がいくら子育て世帯に多額の少子化関連予算を投入しても，支援

が既に子供を出産した世帯への育児支援サービスに偏っているため，一向に効果が上がら

ないのだと診断できよう．さらに，SNSの普及も物質的価値観をさらに後押ししてお

り７），自身の人生，自分のための消費に夢中になる若者が増えていることも出生率の低下

に拍車をかけている．高学歴を身につけた女性たちの追求する理想のライフコースが変わっ

てしまった今，公私領域における社会全体の男女平等，つまり男性も同等に家事育児を分

担し，職場や社会においてもジェンダー平等文化を醸成するという方向への変化を急がな

ければ，出生率の回復は難しいだろう．

最後に，「東アジア国家は保守的な家族文化を持つため少子化である」という先行研究

の知見は，社会全体の動向を国際比較する際には妥当であろうが，韓国社会のように圧縮

的近代を経験した社会を分析する際には，適切な分析手法ではないと考える．本来，急速

に発展した社会では，集団内部の偏差が非常に大きい．そのため，これまで「平均値を用

いた国際比較」において看過されてきたダイナミックな社会変化そのものを捉えた独自の

理論的枠組みが必要である．日本と韓国は今後，西洋とは異なる近代化を歩んできた東ア

ジア同士，共同研究を通してこの問題解決の糸口を探っていく必要がある．本稿では扱え

なかった若い世代で起きている革新的な価値観変動については，稿を改めたい．

（査読終了日：2023年4月20日）
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7）例えば，コロナ禍の中ですらも韓国ではブランド消費が増加している．モルガン・スタンレーの報告による

と，2022年度のブランド消費額は，前年比の24％増，168億ドルと一人当たりのブランド消費量が世界一位で

ある（� ［ユ・ヨンヒョク］2023）．また，ゴルフ場の予約も非常に困難となっており，2,30代のMZ世

代を中心に増加したゴルフ需要によって，コロナ禍の韓国でゴルフ業界は類例のない特需を享受している

（� ［ソ・ヒジン］2022）．コロナ禍により海外旅行が閉ざされると，若者の間で高級「おまかせ」レスト

ランに行ったり，「オープン・ラン」と呼ばれる開店前のブランドショップに早朝から並んだり，高級ホテル

に泊まる「ホカンス」がブームとなり，SNS上には自らのための消費を自慢する投稿が溢れている（�

［イ・ウンヨン］2021）．さらに，村上春樹の小説の中で登場した「小確幸（小さな確実な幸せ）」という言葉

が若者の間で共感を得て，SNS上では#小確幸というハッシュタグで溢れている．しかしその中身は決して

小さな幸せではなく，例えば1杯8万ウォン（8千円）を超えるホテルのマンゴーかき氷を1時間並んで食べ

るというような消費パターンが増加しており，SNS上で自慢するための「証拠写真」撮影目的の消費が加速

している（ジョン・ジンヨン［� ］2022）．
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TheGenderRevolutionandtheDecliningFertilityRateinSouthKorea:
Whatishappeningbehindtheworld'slowestfertilityrate?

SASANOMisae*

SouthKoreansocietyhasundergonerapidchangesoverthepastseveraldecades,experiencing

a・compressedmodernity,・reachingthesamelevelinlessthanahalf-centurythatWesterncoun-

triesachievedinmorethantwocenturies.However,economicgrowthintheshort-termisnotthe

onlythingthatSouthKoreansocietyhasachievedintermsofmodernization.SouthKoreansociety

isalsocurrentlyexperiencingtheworld'sfastestdecliningbirthrate.WhyhasSouthKorea'sfertil-

ityratedroppedtotheworld'slowestlevelatthefastestpaceinhistory?Thispaperwillfocuson

onthreeindicators:educationalattainment,labormarketchanges,andfamilyandwomen'spolicies,

andhowtheycontributetothedecliningfertilityrateintermsofchangesincohortandgenderre-

lations.Thefindingsofthisstudyaresummarizedbelow.

First,intermsofeducationalattainment,bothmenandwomenenrolledintertiaryeducation

atanunprecedentedpaceduringthe1990sand2000s.Whilethecurrentleveloftertiaryeducation

attainmentforSouthKoreanwomenbornbetween1957and1966islessthan20%,thisattainment

forwomenbornbetween1987and1996iscloseto80%.Second,intermsofchangesinthelabor

market,youngwomenwithhighereducationhavebeenactivelyenteringthelaborforcesincethe

Asianfinancialcrisisin1997.Asaresult,womenhavebeencompetingwithmenforalimited

numberofstablepositionssincethen,heighteninggendercompetition.IntheSouthKoreanlabor

market,whereeducationaldifferenceshavebecomemorerelevantthangenderdifferences,

women'sadvancementtohigh-profilepositionsandprofessionshasalsobeennotable.Finally,in

termsoffamilyandwomen'spolicy,theintroductionoftheMinistryofWomen'sAffairsin2001

increasedthenumberoffemalegovernmentofficials,resultinginmorelawsaimedatenhancing

women'spositionsinSouthKorea.Aswomen'srightshaveimproved,youngmen'ssenseofrela-

tivedeprivationhasgrown,leadingtogrowingantagonismbetweenthegenders.Thepropensityof

eachgendertovilifyeachotherthroughonlinecommunities,combinedwiththegrowingaccep-

tanceofthe#MeToomovement,hasspurredfurtheranimositybetweenyoungmenandwomen.

TheemergenceofalargegapbetweenthecurrentvaluesofyoungSouthKoreanwomenand

traditionalconservativenormscanbeattributedtogenderconflictandtherapidchangesin

women'sroles,expectations,andopportunities.Thisgapisbelievedtobethemainfactorcontrib-

utingtoSouthKorea'srapidlyacceleratinglowfertilityrate.

keywords:genderrelations,compressedmodernity,Japan-SouthKorea:fertilitydeclinecompari-

son,lifecoursetransitions,educationalattainment
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